
                                   資料１ 

第４２回市民参加推進会議               平成２７年１２月２２日 

  

小金井市市民参加推進会議の運営等について（案） 

 

１ 会議録作成の基本方針等 

⑴  小金井市市民参加推進会議における会議録の作成は、市民参加条例施行規則第

５条の規定により、①全文記録、②発言者の発言内容ごとの要点記録、③会議内

容の要点記録の作成方法のうち、（記録方法）（記録方法）（記録方法）（記録方法）とする。 

⑵  会議録は、原則として次回の会議で内容の確認後、ホームページに掲載し、情

報公開コーナー（第二庁舎６階）等に据え置き公開する。 

⑶  発言者名を正確に把握するため、会議での発言は会長が指名後、名前を発言し

てから行う。（例「○○です。○○○については、・・・」） 

 

２ 会議の公開 

小金井市市民参加推進会議は、小金井市市民参加条例第６条の規定により、原則

として公開する。 

 

３ 会議の傍聴 

小金井市附属機関等の会議に関する傍聴要領のとおりとする。 

 

４ 「意見・提案シート」について 

⑴  「意見・提案シート」を設置（（（（するするするする・しない）・しない）・しない）・しない）。 

 

⑵ 設置する場合、必ず記名を求め必ず記名を求め必ず記名を求め必ず記名を求め、正式資料として公開の対象とする正式資料として公開の対象とする正式資料として公開の対象とする正式資料として公開の対象とする。無記名で無記名で無記名で無記名で

あった場合は参考資料として委員のみに配布するあった場合は参考資料として委員のみに配布するあった場合は参考資料として委員のみに配布するあった場合は参考資料として委員のみに配布する。提出された「意見・提案シー

ト」は、原文のまま原文のまま原文のまま原文のまま配布する。ただし、公序良俗に反する内容や個人情報に関す

る内容等の場合、配布しない。一部がそのような場合は墨塗りして配布する。提

案内容について、委員から審議に取り上げたいと申し出があった場合、審議の時委員から審議に取り上げたいと申し出があった場合、審議の時委員から審議に取り上げたいと申し出があった場合、審議の時委員から審議に取り上げたいと申し出があった場合、審議の時

間を設ける間を設ける間を設ける間を設ける。 

 

⑶ 傍聴者からの小金井市市民参加推進会議の検討内容等に対する意見は、「意「意「意「意

見・提案シート」見・提案シート」見・提案シート」見・提案シート」を用いて、会議開催日の１週間前の午後５時までに提出された

ものは（氏名、提出日を記載していただく。）、次回会議で配付するものとする。 
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ＮＯ．１

章 章名 見出し 条 項 主な内容
施行規則

条項

目的 １条
　市民の意思を市政にいかし、市民本位の市政運営を
円滑に進めるため、市政への参加及び協働について定
める。

定義 ２条
①市民参加  ②協働  ③附属機関等 ④市民の提言
制度

１項 　市政に役立つ情報の共有

２項
　互いの意見が平等に扱われ、あらゆる市民の意向に
配慮し、異なる意見も尊重する。

１項 　説明責任

２項   応答責任

３項
　他の自治体等と共同又は協力して行う事業で市民生
活に影響を与えるものへの適用

市民の責務 ５条
　市民参加及び協働の目的を自覚し、市政運営が円滑
に進むよう努める。

１項 　原則として公開する。 ２条

２項 　非公開の会議は理由を明らかにする。 ３条

３項 　非公開の会議の記録のうち非公開とするもの ４条

情報公開
手段の拡充

７条
①会議録の公開 ②広報紙等の拡充 ③情報公開施設
の拡充 ④通信等情報伝達手段の充実

５条
６条
７条

附属機関等
の設置

８条
　市の重要政策について、その企画、策定、実施又は
評価に至る過程に係る附属機関等を設置するものとす
る。

８条

１項 　公募委員を置かなければならない。

２項
　公募委員を置かない場合は理由を明らかにしなけれ
ばならない。

３項 　公募委員の比率は３０％以上とする。

４項 　男女それぞれに偏りがないよう配慮する。

１項 　公正な方法による公募委員の選任 １１条

２項 　選考基準の公表、選考結果の公表 12条

委員の
選任等

１１条 　附属機関等の委員の選任結果の公表 １３条

１項
　他の附属機関等の委員を２つ以上兼ねることはできな
い。ただし、臨時的、時限的に設置される委員は、その
ほかに1つに限り兼ねることができる。

２項 　委員の任期は３期までとする。

１項 　答申の尊重

２項 　答申等がいかされない場合の理由の公表 14条

１項
　市政に係る重要な施策又は課題について、意向調査
を実施する。

２項 　市民は市に意向調査の実施を求めることができる。 １５条

３項
　意向調査の目的･内容･対象者及び結果の処理方法
についてあらかじめ公表しなければならない。

１６条

９条
１０条

公募委員の
選任等

１０条

附属機関等の
委員の兼任

と任期
１２条

４章 市民の意向調査
市民の

意向調査
１４条

２章 市政情報の公開

市の会議の
公開

６条

３章
附属機関等への

市民参加

附属機関等
の構成

９条

附属機関等の
答申の尊重

１３条

小金井市市民参加条例概要小金井市市民参加条例概要小金井市市民参加条例概要小金井市市民参加条例概要

１章 総則
基本理念 ３条

市の責務 ４条
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章 章名 見出し 条 項 主な内容
施行規則

条項

１項
  市の施策原案に対して、市が市民に提言を求める制
度は、本条の定めるところによる。

１７条
１８条

２項
　市民の提言制度の実施に当たっては、対象事項の内
容･意見の提示方法・提出先･提示された意見の扱い方
についてあらかじめ公表しなければならない。

１９条

３項 　多様な提言方法の保障 ２０条

４項 　意見の提示期間は１か月以上とする。

５項 　提言制度の実施結果及びその扱いの公表 ２１条

市民投票 １６条 　市は、市政に関する市民投票を行うことができる。 ２条

投票資格者 17条 　投票資格者は18歳以上の日本人と永住外国人

１項
　投票資格者名簿総数の１００分の１３以上の連署をもっ
て、市長に対して市民投票の実施を請求することができ
まる。

１９条
２０条

２項
　市民投票の形式等市民投票の実施に必要な事項を
請求書に明記しなければならない。

１１条
１２条

３項

　市政の重要事項であっても，税率，分担金，使用料，
手数料等の額に関する事項である場合又は特定の地
域に廃棄物処理施設等の嫌悪施設を立地させる事項
である場合は，市民投票を実施しないことができる。

４項
　市民投票の実施に要する経費を、独立した補正予算
とした議案を市議会に提出するものとする。

５項
　市議会は，第３項の規定により行われる市民投票の円
滑な実施に協力するものとする。

６項
　投票資格者は，地方自治法の条例の制定又は改廃の
請求に関する規定の例により，市長に対し，署名簿を提
出するものとする。

１５条

１項
　市長は，市民投票を実施するときは，直ちにその旨を
告示しなければならない。

２１条

２項
　告示の日から起算して90日を超えない範囲内におい
て市民投票の期日を定め，市民投票を実施するものと
する。

22条

１項
　市長は，市民投票に係る市政の重要事項に関する情
報を，市民に対して提供するものとする。

２項
　市長は，前項に規定する情報の提供に当たっては，
事案についての中立性を保持しなければならない。

請求の制限 ２１条
　市民投票が実施された場合には，市民投票の期日か
ら２年間は，同一の事項又は当該事項と同旨の事項に
ついて請求を行うことができない。

投票結果
の尊重

２２条

　市民投票の結果において，選択肢のいずれかが投票
資格者総数の３分の１以上の者により選択されたとき
は，市長及び市議会は，当該結果を尊重しなければな
らない。

規則への委任 ２３条
　この条例に定めるもののほか，市民投票に関し必要な
事項は，規則で定める。

３８条

５章 市民の提言制度
市民の

提言制度
１５条

６章 市民投票

市民からの請
求による市民

投票
１８条

市民投票
の期日

１９条

情報の提供 ２０条 23条

※６章市民投票は「小金井市市民投票規則」

ＮＯ．２ＮＯ．２ＮＯ．２ＮＯ．２

小金井市市民参加条例概要小金井市市民参加条例概要小金井市市民参加条例概要小金井市市民参加条例概要
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章 章名 見出し 条 項 主な内容
施行規則

条項

７章
市民と市との
日常的な協働

市民と市との
日常的な協働

24条

　留意事項 ①市民の知識及び技能の市政への活用 ②
市民の情報の自主的提供、市の市民情報の積極的収
集と市民との共有 ③市民相互の意見交換による市民間
の意見調整

１項 　日常的な協働のための拠点の設置

２項 　活動拠点の運営等

市民参加推進
会議の設置

26条 　設置の目的

１項
　推進会議の役割 ①運用状況の審議 ②条例の見直し
③市長への提言

２項 　提言及び市長の意見の公表

１項 　１２人の委員で構成
２２条・
２３条

２項 　公募委員

３項 　正・副委員長の設置

４項 　正・副委員長の任務

１項 　任期２年・３期まで

２項 　補欠委員の任期

推進会議の
運営

30条 　推進会議の運営 ２４条

１０章 雑則 委任 31条 　施行に関し必要事項の規則への委任

１項 　規則に委ねる。

２項
　市長は，広く市民の意思を反映させ，市民投票に関す
る条例の制定に向けた必要な措置を講ずるものとする。

経過措置 ３項
　現に設置されている附属機関等の９条及び１２条の適
用除外

特別職の給与に
関する条例の

一部改正
４項 　推進会議委員報酬の規定

推進会議
委員の任期

29条

25条

付則

施行期日

８章
協働のための

活動拠点
活動拠点の

設置

９章
市民参加
推進会議

推進会議の
役割

27条

推進会議の
構成等

28条

ＮＯ．３ＮＯ．３ＮＯ．３ＮＯ．３

小金井市市民参加条例概要小金井市市民参加条例概要小金井市市民参加条例概要小金井市市民参加条例概要
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資料３ 

第４２回市民参加推進会議                 平成２７年１２月２２日 

○小金井市市民参加条例 

平成15年６月26日条例第27号 

改正 

平成21年３月16日条例第12号 

平成24年６月25日条例第29号 

小金井市市民参加条例 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第５条） 

第２章 市政情報の公開（第６条・第７条） 

第３章 附属機関等への市民参加（第８条―第13条） 

第４章 市民の意向調査（第14条） 

第５章 市民の提言制度（第15条） 

第６章 市民投票（第16条―第23条） 

第７章 市民と市との日常的な協働（第24条） 

第８章 協働のための活動拠点（第25条） 

第９章 市民参加推進会議（第26条―第30条） 

第10章 雑則（第31条） 

付則 

前文 

市政の主役は、市民です。市政をどのように運営するかによって、小金井市で生活する市民の暮

らしは大きく左右されます。 

また、市政に市民がどのようにかかわるかによって、市政運営のあり方は大きく変わってきます。

したがって、市民の望むところを市政に積極的にいかしていくことは当然です。 

しかし、市民の価値観や要求が多様で、その個性化が著しい今日において、市民の意見や要求を

的確かつ迅速に市政に反映させるためには、種々の手段が必要です。そして、その手段は、市民に

十分理解されるだけでなく、市民が利用しやすいものでなければなりません。 

小金井市では、誰にとっても暮らしやすいまちであることを願い、市民の市政への参加と協働に

ついての手段を制度として具体化し、市民の望む市政が保障できるよう、ここに小金井市市民参加
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条例を定めます。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、小金井市（以下「市」という。）における、市民の市政への参加及び協働に

ついての必要な事項を定め、もって多様な市民の意思を市政にいかし、市民本位の市政運営を円

滑に進めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 市民参加 市の政策立案、実施及びその評価に、広く市民の意見を反映させるとともに、

市民と市との協働によるまちづくりを推進することを目的として、市民が市政に参加すること

をいう。 

(２) 協働 市民及び市が、それぞれの役割と責任に基づき、対等の立場で連携協力して市政を

充実させ、又は発展させることをいう。 

(３) 附属機関等 地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、法律

もしくは条例の定めるところにより設置される附属機関又は市長の定める他の審査、諮問、調

査等のために設置する機関をいう。 

(４) 市民の提言制度 市の施策原案に対する市民の書面等による意見の表示によって行う市民

参加の方法をいう。 

（基本理念） 

第３条 市民及び市は、市民参加及び協働の前提条件として市政に役立つ情報の共有が不可欠であ

ることにかんがみ、互いにこれに努めるものとする。 

２ 市民参加及び協働に当たっては、何人も互いの意見が平等に扱われることを自覚し、積極的に

は発言しない市民のみならず、市内に居住する未成年者、市内に通勤もしくは通学する者、市内

に事務所もしくは事業所等の活動拠点を有する法人その他の団体又は市内に暮らす外国籍を有す

る者の意向にも配慮するとともに、異なる意見を有する者の意見も尊重し、あらゆる関係者相互

の信頼関係を築くことに努めるものとする。 

（市の責務） 

第４条 市は、市民に対し、適切な時期に、市の政策立案、その決定、実施の理由及び内容、その

内容を具体化する手段及び市の政策実施の評価並びに市民参加の方法について、市民に分かりや

すい方法で十分に説明する責務を負う。 
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２ 市は、市民の市政に対する要求及び意見を誠実に受け止め、処理しなければならない。この場

合において、市は、そのための窓口を保障しなければならない。 

３ 前２項の規定は、市が他の自治体等と共同又は協力して行う事業で、市民生活に影響を与える

ものについても適用があるものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、市民参加及び協働の目的を自覚し、市と共に市政運営が円滑に進むよう努めなけ

ればならない。 

第２章 市政情報の公開 

（市の会議の公開） 

第６条 市の会議は、原則として公開する。 

２ 公開の例外として認められる非公開の会議は、その理由を明らかにしなければならない。 

３ 非公開の会議の記録のうち、非公開とするものは、特に秘密を要すると認められるものに限る。 

（情報公開手段の拡充） 

第７条 市は、市民との情報の共有を図るため、次に掲げる事項に配慮し、努力しなければならな

い。 

(１) 会議録の公開 

(２) 広報紙等の拡充 

(３) 情報公開施設の拡充 

(４) 通信等情報伝達手段の充実 

第３章 附属機関等への市民参加 

（附属機関等の設置） 

第８条 市は、市の重要政策について、その企画、策定、実施又は評価に至る過程に係る附属機関

等を設置するものとする。 

（附属機関等の構成） 

第９条 附属機関等には、原則として公募による委員（以下「公募委員」という。）を置かなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、附属機関等に公募委員を置かない場合は、市はその理由を明らかに

しなければならない。 

３ 附属機関等における公募委員の比率は、原則として30パーセント以上とする。 

４ 附属機関等の委員構成は、男女それぞれに偏りがないように配慮しなければならない。 
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（公募委員の選任等） 

第10条 市は、公正な方法によって公募委員の選任等を行わなければならない。 

２ 市は、公募委員を選考する場合は、あらかじめ選考基準を公表しなければならない。また、選

考結果をその理由とともに遅滞なく公表しなければならない。 

（委員の選任等） 

第11条 市は、附属機関等の委員の選任等の結果を、その理由とともに公表しなければならない。

ただし、正当な理由があるときは、この限りでない。 

（附属機関等の委員の兼任と任期） 

第12条 附属機関等の委員は、原則として他の附属機関等の委員を二つ以上兼ねることはできない。

ただし、臨時的、時限的に設置される附属機関等の委員については、そのほかに、一つに限り兼

ねることができるものとする。 

２ 委員の任期は、原則として３期までとする。ただし、専門的知識又は技能を必要とする附属機

関等の委員の場合は、この限りでない。 

（附属機関等の答申等の尊重） 

第13条 市は、附属機関等から提出のあった答申等を尊重しなければならない。 

２ 市は、前項の答申等が市政にいかされない場合は、その理由を遅滞なく公表しなければならな

い。 

第４章 市民の意向調査 

（市民の意向調査） 

第14条 市は、市政に係る重要な施策又は課題について、市民の意向を知る必要があると認める場

合は、市民の意向調査を実施するものとする。 

２ 市民は、市に意向調査の実施を求めることができる。 

３ 市は、意向調査の目的、内容、対象者及び結果の処理方法について、あらかじめ公表しなけれ

ばならない。 

第５章 市民の提言制度 

（市民の提言制度） 

第15条 市の施策原案に対して、市が市民に提言を求める制度は、本条の定めるところによる。 

２ 市は、市民の提言制度の実施に当たっては、対象事項の内容、市民の意見の提示方法及び提出

先並びに提示された意見の扱い方について、あらかじめ公表しなければならない。 

３ 市は、市民の提言方法について、多様な方法を保障しなければならない。 
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４ 市民の意見の提示期間は、原則として１か月以上とする。 

５ 市は、市民の提言制度の実施結果及びその扱いについて、速やかに公表しなければならない。 

第６章 市民投票 

（市民投票） 

第16条 市は、市政に関する市民投票を行うことができる。 

（投票資格者） 

第17条 市民投票の投票権を有する者（以下「投票資格者」という。）は、年齢満18年以上の日本

国籍を有する者又は永住外国人であり、かつ、その者に係る市の住民票が作成された日（市に住

所を移した者で住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第22条の規定により届出をしたものにつ

いては、当該届出をした日）から引き続き３か月以上市の住民基本台帳に記録されているもので

あって、規則で定めるところにより作成する投票資格者名簿に登録されているものとする。 

２ 前項の永住外国人とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

(１) 出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）別表第２の上欄の永住者の在留資格を

もって在留する者 

(２) 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平

成３年法律第71号）に定める特別永住者 

（市民からの請求による市民投票） 

第18条 投票資格者は、規則で定めるところにより、その総数の100分の13以上の者の連署をもって、

その代表者から、市長に対して、市政の重要事項について市民投票を実施することを請求するこ

とができる。 

２ 前項の請求を行おうとする者は、規則で定めるところにより、市民投票の形式等市民投票の実

施に必要な事項を請求書に明記しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による請求があったときは、市民投票を実施しなければならない。ただ

し、市政の重要事項であっても、法令の規定により市民投票を行うこととされている事項である

場合、税率、分担金、使用料、手数料等の額に関する事項である場合又は特定の地域に廃棄物処

理施設等の嫌悪施設を立地させる事項である場合は、市民投票を実施しないことができる。 

４ 市長は、前項の規定により行う市民投票の実施に要する経費を、他の経費とは区別して、独立

した補正予算とした議案を市議会に提出するものとする。 

５ 市議会は、第３項の規定により行われる市民投票の円滑な実施に協力するものとする。 

６ 第１項において、市民投票の実施を求める投票資格者は、地方自治法の条例の制定又は改廃の



6/9  

請求に関する規定の例により、市長に対し、署名簿を提出するものとする。 

（市民投票の期日） 

第19条 市長は、前条第３項の規定により市民投票を実施するときは、直ちにその旨を告示しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の規定による告示の日から起算して90日を超えない範囲内において市民投票の期

日を定め、市民投票を実施するものとする。 

（情報の提供） 

第20条 市長は、市民投票を実施するときは、当該市民投票に係る市政の重要事項に関する情報を、

市民に対して提供するものとする。 

２ 市長は、前項に規定する情報の提供に当たっては、事案についての中立性を保持しなければな

らない。 

（請求の制限） 

第21条 この条例による市民投票が実施された場合には、市民投票の期日から２年間は、同一の事

項又は当該事項と同旨の事項について、第18条第１項の規定による請求を行うことができない。 

（投票結果の尊重） 

第22条 市民投票の結果において、選択肢のいずれかが投票資格者総数の３分の１以上の者により

選択されたときは、市長及び市議会は、当該結果を尊重しなければならない。 

（規則への委任） 

第23条 この条例に定めるもののほか、市民投票に関し必要な事項は、規則で定める。 

第７章 市民と市との日常的な協働 

（市民と市との日常的な協働） 

第24条 市民及び市は、市民と市との日常的な協働を円滑に進めるため、次に掲げる事項に留意し

なければならない。 

(１) 市民の知識及び技能の市政への活用 

(２) 市民による協働のための情報の市への自主的提供並びに市による市民情報の積極的収集及

び市民との共有 

(３) 市民相互の意見交換による、相違する市民間の意見の調整 

第８章 協働のための活動拠点 

（活動拠点の設置） 

第25条 市は、別に定めるところにより、日常的な協働のための拠点を設置するよう努めなければ
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ならない。 

２ 前項の拠点においては、市民個人及び市民グループ（ＮＰＯ（民間非営利活動団体）を含む。）

等から成る市民の組織が市と協働し、日常的な情報又は意見の交換を通して、その成果について、

説明責任を果たし、健全なまちづくりを推進するものとする。 

第９章 市民参加推進会議 

（市民参加推進会議の設置） 

第26条 市は、この条例の適正な運用状況を審議するため、市民参加推進会議（以下「推進会議」

という。）を設置する。 

（推進会議の役割） 

第27条 推進会議は、社会情勢の変動に留意しつつ、この条例の運用状況を審議し、条例の見直し

を含め、市民参加と協働を推進するために必要な意見を市長に提言するものとする。 

２ 市長は、推進会議の提言及びこれに対する市長の意見を速やかに公表しなければならない。 

（推進会議の構成等） 

第28条 推進会議の委員は12人以内とし、委員は、次の者をもって構成する。 

(１) 市民（市内に住所を有する者に限る。） ５人以内 

(２) 市民団体代表（市内の地域団体等の代表） ３人以内 

(３) 学識経験者 ２人以内 

(４) 市に勤務する職員 ２人以内 

２ 前項第１号及び第２号の委員は、公募によるものとする。 

３ 推進会議に委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選によって定める。 

４ 委員長は、推進会議を総理する。副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は

委員長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（推進会議委員の任期） 

第29条 推進会議委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、連続して３期を超えてはな

らない。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（推進会議の運営） 

第30条 推進会議の運営については、別に定める。 

第10章 雑則 

（委任） 
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第31条 この条例の施行に関し必要な事項は、別に規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、別に規則で定める日から施行する。 

（市民投票に関する条例の制定に向けた準備） 

２ 市長は、広く市民の意思を反映させ、市民投票に関する条例の制定に向けた必要な措置を講ず

るものとする。 

（経過措置） 

３ この条例の施行の際、現に設置されている附属機関等の構成等については、第９条及び第12条

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

（特別職の給与に関する条例の一部改正） 

４ 特別職の給与に関する条例（昭和31年条例第22号）の一部を次のように改正する。 

別表第３中 

  

「 長期計画審議会 会長 日額 11,000円  

 委員 日額 10,000円 」 

を 

  

「 長期計画審議会 会長 日額 11,000円  

 委員 日額 10,000円  

市民参加推進会議 会長 日額 11,000円  

 委員 日額 10,000円 」 

に改める。 

付 則（平成21年３月16日条例第12号） 

この条例は、平成21年９月１日から施行する。 

付 則（平成24年６月25日条例第29号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成24年７月９日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例による施行の日（以下「施行日」という。）以後引き続き住民基本台帳法（昭和42年

法律第81号）の規定による小金井市の住民基本台帳（以下「住民基本台帳」という。）に記録さ

れている者で、施行日の前日において出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づ

き日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律（平成21年

法律第79号）第４条の規定による廃止前の外国人登録法（昭和27年法律第125号。以下「廃止前の

外国人登録法」という。）第４条第１項の規定による小金井市の外国人登録原票（以下「外国人

登録原票」という。）に登録されていた第１条の規定による改正後の小金井市市民参加条例第17

条第２項に規定する永住外国人に対する同条第１項の規定は、外国人登録原票に登録された日（廃

止前の外国人登録法第８条第１項の申請に基づく同条第６項の居住地変更の登録を受けた場合に

は、当該申請の日。付則第４項において同じ。）から引き続き施行日の前日まで小金井市の外国

人登録原票に登録されていた期間を、施行日以後の住民基本台帳に記録されている期間に通算し

て適用する。 



                                     資料４ 

第４２回市民参加推進会議                 平成２７年１２月２２日 

○小金井市市民参加条例施行規則 

平成16年３月４日規則第６号 

改正 

平成17年２月18日規則第４号 

平成19年３月30日規則第29号 

平成19年９月20日規則第36号 

平成21年９月30日規則第34号 

小金井市市民参加条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小金井市市民参加条例（平成15年条例第27号。以下「条例」という。）の施

行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（市の会議） 

第２条 条例第６条第１項に規定する市の会議とは、条例第２条第３号に規定する附属機関等の会

議をいう。 

（非公開の会議） 

第３条 条例第６条第２項に規定する非公開の会議とは、小金井市情報公開条例（平成14年条例第

31号。以下「情報公開条例」という。）第５条各号に規定する内容を議題とする会議等をいう。 

（会議録等の非公開） 

第４条 条例第６条第３項に規定する非公開の会議の記録のうち、特に秘密を要すると認められ非

公開とするものは、情報公開条例第５条各号に規定する内容を議題とする会議等の記録をいう。 

（会議録作成の基本方針） 

第５条 条例第７条第１号の会議録は、あらかじめ関係附属機関等に諮った上、次に掲げる会議録

の作成方法の中から、会議内容等に応じ適切な方法を選択するものとする。 

(１) 全文記録 

(２) 発言者の発言内容ごとの要点記録 

(３) 会議内容の要点記録 

（会議録の記載事項） 

第６条 会議録（様式）には、原則として次の事項を記載するものとする。ただし、規則、規程、

細則、要綱、要領、規約等で設置根拠が定められている会議等の会議録については、第11号に定
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める発言内容の記載は、主な発言要旨等の記載とすることができる。 

(１) 会議の名称（附属機関等名） 

(２) 事務局（担当課） 

(３) 開催日時 

(４) 開催場所 

(５) 出席者 

(６) 傍聴の可否 

(７) 傍聴者数 

(８) 傍聴不可・一部不可の場合は、その理由 

(９) 会議次第 

(10) 会議結果 

(11) 発言内容・発言者名 

(12) 提出資料 

(13) その他必要な事項 

２ 前項の規定にかかわらず、率直な意見の交換や意思決定の中立性の確保のために必要なときは、

発言者名の記載を省略することができる。この場合において、発言者名の記載の省略の可否は、

当該附属機関等の出席委員の過半数をもって決するものとする。 

（会議録の公開の方法） 

第７条 条例第７条第１号の会議録の公開は、情報公開コーナーに据え置く等の方法によるものと

する。 

（重要政策） 

第８条 条例第８条に規定する附属機関等が審議する市の重要政策とは、小金井市基本構想に掲げ

られている政策等をいう。 

（公募委員） 

第９条 条例第９条に規定する公募委員になることができる者は、原則として応募時に18歳以上で

あって、市内在住、在勤又は在学のものとする。 

（公募の周知） 

第10条 市長は、公募委員を募集する場合は、附属機関等の設置の趣旨、目的、所掌事項等を明確

にした上で、市報等により市民に周知し、幅広く市民の参加が得られるよう配慮するものとする。 

（公募委員の選考方法及び公表） 
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第11条 市長は、条例第10条の規定に基づく公募委員の選任に当たっては、関係職員による選考委

員会（以下「選考委員会」という。）を設置するものとする。 

２ 選考委員会における公募委員の選考方法は、次の各号のいずれかから附属機関等の設置の趣旨

及び目的に合った方法を選択するものとする。 

(１) 論文、作文等による選考 

(２) 面接選考 

(３) 書類審査 

(４) 抽選 

３ 前項の選考方法は、あらかじめ募集又は選考に係る要領等を策定の上公表し、適正かつ公平を

期するよう配慮するものとする。 

４ 選考結果については、これを応募者に通知するとともに、市報等によりその結果及び理由を公

表するものとする。 

（公募委員が定員に満たない場合等の取扱い） 

第12条 前条の規定にかかわらず、公募委員が定員に満たない場合又は応募者の中から選任できな

い場合は、関係団体からの推薦、市長からの就任要請等により適切に対応するものとする。 

（附属機関等の委員の選任結果の公表） 

第13条 条例第11条に規定する附属機関等の委員の選任結果の公表は、選任した委員名、選任理由

等を明記して市報等により行わなければならない。 

（公表方法等） 

第14条 条例第13条第２項の規定による答申等が市政にいかされない場合の理由の公表の方法は、

第19条第４項の規定を準用する。 

２ 市は、答申等を提出した附属機関等の委員に対し、前項の理由等を通知するものとする。 

（意向調査の対象事項） 

第15条 条例第14条第２項に規定する市民の意向調査の実施に当たっては、原則として意向調査の

内容を所管する課に当該事項に関する附属機関等がある場合はその附属機関等に、附属機関等が

ない場合は条例第26条に規定する市民参加推進会議に意見を求めるものとする。 

（意向調査の公表） 

第16条 条例第14条第３項に規定する市民の意向調査の目的、内容、対象者及び結果の処理方法に

ついての公表の方法は、第19条第４項の規定を準用する。 

（市民の提言制度の対象事項） 
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第17条 条例第15条第１項の施策原案は、次に掲げるものとし、その制定、改廃、策定等を行う場

合において市民に提言を求めるものとする。 

(１) 次に掲げる条例の案 

ア 市の基本的な制度を定める条例 

イ 市民生活又は事業活動に直接かつ重大な影響を与える条例 

ウ 市民に義務を課し、又はその権利を制限する条例 

(２) 市民生活又は事業活動に直接かつ重大な影響を与える規則等 

(３) 基本構想等市の基本的政策を定める計画、個別行政分野における施策の基本方針その他基

本的な事項を定める計画 

(４) 市の基本的な方向性等を定める憲章、宣言等 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めるもの 

（適用除外） 

第18条 前条の規定にかかわらず、施策原案が次の各号のいずれかに該当するときは、条例第15条

の規定による市民の提言制度は、適用しない。 

(１) 迅速又は緊急に定める必要があるため、市民の提言制度を実施することが困難なものであ

るとき。 

(２) 金銭の徴収又は予算の定めるところにより行う金銭の給付に関するものであるとき。 

(３) 他の法令等の制定又は改廃に伴い必要とされる規定の整備その他の市民の提言制度を実施

することを要しない軽微な変更を行うものであるとき。 

(４) 法令その他の規定により、縦覧、意見書の提出その他市民の提言制度と同様の手続を行っ

て定めるものであるとき。 

(５) 附属機関等が市民の提言制度に準じた手続を経て定めた報告、答申等に基づき定めるもの

であるとき。 

(６) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項の規定による直接請求により議会に付議

して定めるものであるとき。 

２ 施策原案が前項第１号に該当する場合は、その理由を公表するものとする。この場合において

は、次条第４項の規定を準用する。 

（事前の公表事項） 

第19条 条例第15条第２項の規定に基づくあらかじめ公表する事項は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 施策の名称及び内容 
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(２) 施策の処理方針に関する市の原案及びこれに関する資料 

(３) 意見の提出先、提示方法及び提示期間 

(４) 意見を提示することができるものの範囲 

(５) 提示された意見の扱い方 

(６) 検討結果の公表予定時期 

(７) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 前項第２号に規定する資料は、施策原案の趣旨、目的、概要その他の当該施策原案を理解する

ために必要な情報とする。 

３ 第１項第６号の検討結果の公表予定時期に公表できない場合は、その理由及び新たな検討結果

の公表予定時期を公表しなければならない。 

４ 第１項及び前項の規定による公表は、市長が指定する場所での閲覧又は配布、インターネット

を利用した閲覧等の方法により行うものとする。 

（意見の提示方法等） 

第20条 市長が市民の提言を募集するときは、直接持参、郵便、ファクシミリ等できる限り提言す

る市民の利便を考慮した方法によるものとする。 

２ 意見を提出しようとする市民は原則として住所、氏名等を、法人その他の団体にあっては所在

地、団体名、代表者の氏名等を明らかにしなければならない。 

３ 第１項の募集に係る市民の意見の提示期間は、条例第15条第４項に定める期間とし、意見の提

示を求める施策等の内容に応じて適切に定めるものとする。ただし、緊急の必要がある場合、そ

の他やむを得ない理由があるときは、この限りでない。 

（検討結果の公表） 

第21条 市長は、提出された意見の検討を終えたときは、速やかに次の事項を公表するものとする。 

(１) 提出された意見の全文（提出された意見がなかった場合にあっては、その旨） 

(２) 提出された意見の検討結果及びその理由 

２ 前項の規定にかかわらず、必要に応じ、同項第１号の提出された意見の全文に代えて、当該提

出された意見を整理し、又は要約したものを公表することができる。この場合において、当該公

表の後遅滞なく、当該提出された意見の全文を事務室への備付けその他の適当な方法により公表

しなければならない。 

３ 前２項の規定により提出された意見の全文を公表することにより第三者の利益を害するおそれ

があるとき、情報公開条例第５条各号に規定する内容に該当するとき、その他正当な理由がある
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ときは、当該提出された意見の全部又は一部を公表しないことができる。 

４ 第19条第４項の規定は、第１項の規定による公表の方法について準用する。 

（市民及び市民団体選出委員の資格） 

第22条 条例第28条第１項第１号に規定する市民及び同項第２号に規定する市民団体代表の委員と

なることができる者の資格は、条例第12条第１項の規定を準用するものとする。 

（市職員選出委員） 

第23条 条例第28条第１項第４号の市に勤務する職員は、次に掲げる職にある者とする。 

(１) 企画財政部長 

(２) 総務部長 

（市民参加推進会議の運営） 

第24条 市民参加推進会議（以下「推進会議」という。）は、委員長が招集する。 

２ 推進会議は、委員の半数以上の者が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 推進会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによ

る。 

４ 推進会議は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求めて意見もしくは説明を聴

き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

５ 推進会議の庶務は、企画財政部企画政策課において処理する。 

（委任） 

第25条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に設置されている附属機関等の会議録の扱いについては、第７条の規

定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ この規則の施行後に設置される附属機関等の会議録は、情報公開コーナーに据え置くものとす

る。 

付 則（平成17年２月18日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の小金井市市民参加条例施行規則の規

定は、平成17年１月27日から適用する。 
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付 則（平成19年３月30日規則第29号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

付 則（平成19年９月20日規則第36号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第14条の規定は、この規則の施行の日以後の答申等から適用する。 

３ 改正後の第17条から第21条までの規定は、この規則の施行の日以後に実施する市民の提言制度

から適用する。 

付 則（平成21年９月30日規則第34号） 

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の小金井市市民参加条例施行規則の規

定は、平成21年９月１日から適用する。 

様式（第６条関係） 



第４２回市民参加推進会議 資料５
平成２７年１２月２２日

平成２７年度市民参加条例対象附属機関等設置状況（平成２７年４月１日現在）

※「選考方法」欄は、市民参加条例施行規則第11条第1項の①論文、作文等による選考②面接選考③書類選考④抽選の別。
年代別委員数

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 １期２期３期４期～ 総数 男性 女性 男性 女性

1 男女平等推進審議会 企画政策課 男女平等基本条例 10 5 1 1 1 1 2 1 3 2 8 10 2年 7 2 1 0 5 8 2 6 1 4 ① 平成26年1月27日
平成25年10月15日～
11月5日

平成28年1
月

3 10 8 2 1 2 ①
平成26年10月31日～
11月28日

2 7 0 7 0 2 ④
平成26年12月17日～
平成27年1月8日

6 7 6 1 3 1 ①
平成25年5月1日～
6月3日

2 6 0 6 0 2 ④
平成25年7月3日～
7月19日

2 2 0 2 0 2 ①
平成25年8月1日～
8月14日

3 8 7 1 3 0 ① 平成25年4月19日
平成24年9月3日～
10月3日

1 3 2 1 0 1 ① 平成26年2月13日
平成25年11月15日～
12月5日

5 指定管理者選定委員会 企画政策課
公の施設の指定管理者の指定手続等に関
する条例

5 0 1 2 2 4 1 5 2年 1 3 1 0 - - - - - - - - -
平成28年2
月

6
情報公開・個人情報保護審査
会

総務課 情報公開・個人情報保護審査会条例 5 0 1 1 1 1 1 3 2 5 2年 0 0 0 5 - - - - - - - - -
平成27年10
月

7
情報公開・個人情報保護審議
会

総務課 情報公開・個人情報保護審議会条例 13 4 1 2 1 4 3 10 1 11 2年 3 2 1 5 4 5 4 1 3 1 ① 平成25年10月1日
平成25年7月15日～
8月5日

平成27年10
月

7 5 2 3 2 2 ①
平成25年11月1日～
11月29日

3 4 4 0 3 0 ①
平成25年12月25日～
平成26年1月10日

9 国民保護協議会 地域安全課
武力攻撃事態等における国民の保護のた
めの措置に関する法律

30 0 5 2 10 1 2 1 2 19 4 23 2年 9 10 0 4 - - - - - - - - -
平成28年6
月

条例第3条第5項第
9,10号委員任期は2
年。それ以外は任期
がないため、任期数
欄に記入せず。

10 防災会議 地域安全課 防災会議条例 35 2 4 3 9 3 3 3 2 2 18 11 29 2年 8 12 0 1 2 4 3 1 1 1 ① 平成27年4月1日
平成27年1月15日～
2月16日

平成29年4
月

11 消防団運営審議会 地域安全課 消防団運営審議会条例 11 0 1 3 6 1 10 1 11 2年 6 1 4 0 - - - - - - - - -
平成27年6
月

12 公務災害補償等審査会 職員課
議会の議員その他非常勤の職員の公務災
害補償等に関する条例及び施行規則

3 0 1 2 2 1 3 3年 0 3 0 0 - - - - - - - - -
平成28年11
月

13 特別職報酬等審議会 職員課 特別職報酬等審議会条例 10 3 1 1 2 2 2 2 8 2 10 2年 8 2 0 0 3 5 4 1 2 1 ① 平成27年2月17日
平成27年1月1日～
1月15日

未定

14 はけの森美術館運営協議会
コミュニティ
文化課

はけの森美術館条例 6 2 1 1 4 5 1 6 2年 5 0 0 1 2 7 5 2 1 1 ① 平成25年4月1日
平成23年12月15日～
平成24年1月16日

平成28年4
月

15
はけの森美術館収集評価委員
会

コミュニティ
文化課

はけの森美術館条例 5 0 4 1 4 1 5 2年 1 4 0 0 - - - - - - - - -
平成28年3
月

16
小金井市民交流センター運営
協議会

コミュニティ
文化課

小金井市民交流センター運営協議会設置
要綱

9 3 1 1 2 2 3 7 2 9 2年 1 8 0 0 3 6 4 2 2 1 ① 平成26年10月18日
平成26年8月15日～
9月16日

平成28年10
月

17 小口事業資金融資審議委員会 経済課 小口事業資金融資あっせん条例 6 0 1 1 2 2 5 1 6 2年 1 2 1 2 - - - - - - - - -
平成29年4
月

18 消費生活審議会 経済課 消費生活条例 7 2 1 1 1 1 2 1 2 5 7 2年 4 3 0 0 2 4 2 2 0 2 ① 平成26年10月29日
平成26年9月15日～
10月6日

平成28年10
月

19 国民健康保険運営協議会 保険年金課 国民健康保険条例 17 5 1 1 5 2 1 3 2 7 8 15 2年 0 9 3 3 2 0 0 0 0 0 ① -
平成26年11月1日～
11月20日

平成29年1
月

2人欠員

20 環境審議会 環境政策課 環境基本条例 10 4 2 2 1 2 1 2 8 2 10 2年 4 4 2 0 4 7 7 0 4 0 ① 平成26年9月13日
平成26年7月1日～
7月22日

平成28年9
月

21 地下水保全会議 環境政策課 地下水及び湧水を保全する条例 5 0 1 1 3 4 1 5 2年 1 0 0 4 - - - - - - - - -
平成28年3
月

22 緑地保全対策審議会 環境政策課 緑地保全及び緑化推進条例 10 4 1 1 1 2 3 2 7 3 10 2年 9 0 1 0 4 5 1 4 1 3 ① 平成26年8月22日
平成25年11月15日～
12月13日

平成28年8
月

23 廃棄物減量等推進審議会 ごみ対策課
廃棄物の処理及び再利用の促進に関する
条例

15 5 1 2 3 1 3 1 3 9 5 14 2年 5 4 5 0 5 8 6 2 3 2 ① 平成26年7月1日
平成26年5月1日～
5月16日

平成28年6
月

24 民生委員推せん会 地域福祉課 民生委員法 7 0 2 1 2 1 1 5 2 7 3年 1 2 2 2 - - - - - - - - -
平成28年10
月

25 福祉サービス苦情調整委員 地域福祉課 福祉サービス苦情調整委員設置条例 2 0 1 1 1 1 2 3年 0 1 1 0 - - - - - - - - -
平成27年6
月月、平成
28年4月

2 0 平成26年1月21日
平成28年1
月

下段は定員
に満たな
かったため
追加公募

17 3 20 2年 14 41 1 6 8 1 2 17

1 0 平成25年10月16日
平成27年10
月

中段は無作
為抽出

8 安全・安心まちづくり協議会 地域安全課 安全・安心まちづくり条例 20

6 6 12 2年 7 41 3 11 42

なし
下段は無作
為抽出

未定
下段は欠員
補充のため1
人のみ公募

3 市民参加推進会議 企画政策課 市民参加条例 12 8

16 0 0 0 平成27年3月9日11 5 161 1

答
申
ま
で

3 11 1 1 2 1 4

90代

長期計画審議会2 企画政策課 長期計画審議会条例 16 5

30代 選考
方法

70代50代
任
期

現委員数

女性
80代 不明

合計男性
10代

定数

備　考
任　期　数

委嘱年月日
募集
人数

公募期間
20代 応募者数NO 附 属 機 関 等 の 名 称 担 当 課 根 拠 条 例 等 うち

公募
次期改選委員

40代 60代 合格者
現在の委員の公募状況

4 行財政改革市民会議 企画政策課 行財政改革市民会議設置要綱 10 3 5 11 1 1 1 0 17 3 10 2年 9 0



年代別委員数

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 １期２期３期４期～ 総数 男性 女性 男性 女性
90代30代 選考

方法
70代50代

任
期

現委員数

女性
80代 不明

合計男性
10代

定数

備　考
任　期　数

委嘱年月日
募集
人数

公募期間
20代 応募者数NO 附 属 機 関 等 の 名 称 担 当 課 根 拠 条 例 等 うち

公募
次期改選委員

40代 60代 合格者
現在の委員の公募状況

26 障害支援区分判定審査会
自立生活支援
課

障害支援区分判定審査会条例 27 0 2 4 2 7 1 4 2 1 16 7 23 2年 3 1 2 17 - - - - - - - - -
平成29年3
月

27 福祉有償運送運営協議会
自立生活支援
課

福祉有償運送運営協議会設置要綱 8 0 2 1 2 1 1 1 6 2 8 2年 3 1 1 3 - - - - - - - - - 平成27年11月

28
児童発達支援センター運営協
議会

自立生活支援
課

児童発達支援センター条例 12 3 4 8 4 8 12 2年 12 0 0 0 3 3 0 3 0 3 ④ 平成25年12月10日
平成25年10月1日～
10月16日

平成27年12
月

29 地域自立支援協議会
自立生活支援
課

地域自立支援協議会設置要綱 21 1 12 9 12 9 21 2年 12 0 0 9 1 4 3 1 1 0 ① 平成26年5月30日
平成26年2月1日～
2月21日

平成28年3月

8 5 3 2 2 2 平成24年10月1日
平成24年6月15日～
7月6日

4 1 0 1 0 1 平成24年11月1日
平成24年9月1日～
9月21日

3 2 1 1 0 1 平成25年1月1日
平成24年11月1日～
11月26日

2 1 0 1 0 1 平成25年4月1日
平成25年1月1日～
1月28日

1 0 0 0 0 0 -
平成25年4月1日～
5月7日

1 1 0 1 0 1 平成25年10月1日
平成25年7月15日～
8月15日

31 介護認定審査会 介護福祉課 介護保険法、介護福祉条例 38 0 1 6 4 13 4 3 5 2 23 15 38 1年 - - - - - - - - - - - - - 平成28年4月

5 2 1 1 1 1 ①
平成25年11月1日～
11月29日

3 2 0 2 0 2 ①
平成26年1月15日～
1月31日

33 食育推進会議 健康課 食育基本法、食育推進基本条例 16 5 1 3 4 2 4 1 1 6 10 16 2年 13 1 1 1 5 7 1 6 0 5 ① 平成26年2月1日
平成25年11月1日～
11月29日

平成28年2
月

34 予防接種健康被害調査委員会 健康課 予防接種健康被害調査委員会設置要綱 5 0 3 2 5 0 5 2年 2 2 1 0 - - - - - - - - -
平成29年4
月

35
子ども家庭支援センター運営
協議会

子育て支援課
子ども家庭支援センター運営協議会設置
要綱

10 4 1 3 2 2 2 2 8 10 2年 5 5 0 0 4 4 1 3 1 3 ① 平成26年10月30日
平成26年6月19日～
7月19日

平成28年10
月

36 青少年問題協議会 児童青少年課 青少年問題協議会条例 25 0 1 2 1 2 8 6 2 1 2 15 10 25 2年 17 7 0 1 - - - - - - - - -
平成27年7
月月

37 児童館運営審議会 児童青少年課 児童館条例 10 3 1 1 2 2 2 1 1 3 7 10 2年 5 5 0 0 3 4 0 4 0 3 ① 平成25年7月1日
平成25年4月1日～
4月22日

平成27年7
月

38 都市計画審議会 都市計画課
都市計画法、小金井市都市計画審議会条
例

19 0 1 1 1 1 9 2 3 1 14 5 19 2年 15 2 2 0 - - - - - - - - -
平成28年10
月

39 まちづくり委員会
まちづくり推
進課

まちづくり条例 10 3 1 1 1 3 3 1 7 3 10 2年 3 7 0 0 3 6 4 2 2 1 ① 平成25年3月26日
平成25年1月15日～
1月29日

平成29年3
月

40 交通安全推進協議会 交通対策課 交通安全推進協議会設置条例 20 0 4 8 1 4 1 2 17 3 20 2年 10 6 0 4 - - - - - - - - -
平成28年6
月

41 地域公共交通会議 交通対策課 地域公共交通会議設置要綱 19 5 2 5 5 4 1 1 1 17 2 19 2年 7 6 3 3 5 6 4 2 3 2 ① 平成27年4月1日
平成27年3月1日～
3月18日

平成29年4
月

42
都市計画事業東小金井駅北口
土地区画整理審議会

区画整理課
東小金井駅北口土地区画整理事業施行規
程を定める条例

10 8 3 4 1 2 9 1 10 5年 2 8 0 0 8 8 7 1 7 1 平成22年9月20日
平成22年8月10日～
8月19日

平成27年9
月

43
都市計画事業東小金井駅北口
土地区画整理事業評価員

区画整理課
東小金井駅北口土地区画整理事業施行規
程を定める条例

3 0 1 2 3 0 3
事業
終了
まで

3 0 0 0 - - - - - - - - - なし

44 奨学資金運営委員会 庶務課 奨学資金支給条例 8 3 1 1 2 3 1 5 3 8 2年 6 0 1 1 3 4 4 0 3 0 ① 平成25年5月18日
平成25年3月1日～
3月27日

平成27年6
月

45 社会教育委員の会議 生涯学習課 社会教育委員の設置に関する条例 10 3 1 1 3 2 2 3 6 9 2年 5 0 3 1 3 5 4 1 2 1 ①②③ 平成25年9月9日
平成25年6月3日～
6月24日

平成27年9
月

1人欠員

46 文化財保護審議会 生涯学習課 文化財保護条例 7 0 1 2 1 1 4 1 5 2年 1 1 0 3 - - - - - - - - -
平成28年3
月

2人欠員

47 市史編さん委員会 生涯学習課 市史編さん委員会条例 8 0 1 1 3 2 6 1 7 3年 0 4 3 0 - - - - - - - - -
平成28年8
月

1人欠員

48 図書館協議会 図書館 図書館協議会条例 10 3 2 1 1 2 1 1 3 5 8 2年 8 0 0 0 3 14 8 6 1 2 ②③ 平成25年11月1日
平成25年8月6日～
9月6日

平成27年11
月

2人欠員

49 公民館運営審議会 公民館 公民館条例 10 3 1 3 1 3 1 1 5 5 10 2年 2 3 5 0 3 9 6 3 1 2 ①② 平成25年9月9日
平成25年6月3日～
6月24日

平成27年9月

50 公民館企画実行委員の会議 公民館 公民館条例 30 30 11 7 6 4 1 1 18 12 30 2年 7 12 11 0 30 30 18 12 18 12 ④ 平成26年7月21日
平成26年5月15日～
6月13日

平成28年8月

650 149 0 0 0 5 17 11 51 43 144 56 108 49 57 31 8 5 0 1 18 18 403 219 622

3 2 平成26年2月1日
平成28年1
月

下段は定員
に満たな
かったため
追加公募。1
人欠員。

10 5 15 2年 7 35 22 3 1232 市民健康づくり審議会 健康課 市民健康づくり審議会条例 15 5

16 4 0 0 ① 平成27年10月1 9 11 20 3年1 2 1 11 2 2 3 4 230 介護保険運営協議会 介護福祉課 介護保険法、介護福祉条例 20 8

2



年代別委員数

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 １期２期３期４期～ 総数 男性 女性 男性 女性
90代30代 選考

方法
70代50代

任
期

現委員数

女性
80代 不明

合計男性
10代

定数

備　考
任　期　数

委嘱年月日
募集
人数

公募期間
20代 応募者数NO 附 属 機 関 等 の 名 称 担 当 課 根 拠 条 例 等 うち

公募
次期改選委員

40代 60代 合格者
現在の委員の公募状況

まち・ひと・しごと創生総合
戦略等検討委員会

企画政策課
まち・ひと・しごと創生総合戦略等検討
委員会設置要綱

9 3

小金井平和の日記念事業施策
検討委員会

広報秘書課
小金井平和の日記念行事検討委員会設置
要綱

4 3

産業振興プラン策定委員会 経済課 産業振興プラン策定委員会設置要綱 12 3

子ども・子育て会議 子育て支援課 子ども・子育て会議条例 15 5

（休会中）

名誉市民選考委員会 広報秘書課 名誉市民条例・名誉市民条例規則

青少年の育成環境審議会 児童青少年課 青少年の健全な育成環境を守る条例

（平成２７年度新設予定、新設済及び既存の審議会で４月１日時点で委員不在のもの）

3



第４２回市民参加推進会議
資料６

平成２７年１１月２５日

※選考方法欄は、市民参加条例施行規則第11条第2項の①論文、作文等による選考②面接選考③書類選考④抽選の別

総数 男性 女性 男性 女性

3 10 8 2 1 2 平成26年10月31日～11月28日 ①

2 7 0 7 0 2 平成26年12月17日～27年1月8日 ④
（無作為抽出）

2 防災会議 地域安全課 2 4 3 1 1 1 平成27年4月1日 平成27年1月15日～2月16日 ①

3 特別職報酬等審議会 職員課 3 5 4 1 2 1 平成27年2月17日 平成27年1月1日～1月15日 ①

4 小金井市民交流センター運営協議会 コミュニティ文化課 3 6 4 2 2 1 平成26年10月18日 平成26年8月15日～9月16日 ①

5 消費生活審議会 経済課 2 4 2 2 0 2 平成26年10月29日 平成26年9月15日～10月6日 ①

6 国民健康保険運営協議会 保険年金課 2 0 0 0 0 0 平成27年1月1日 平成26年11月1日～11月20日 ①

7 環境審議会 環境政策課 4 7 7 0 4 0 平成26年9月13日 平成26年7月1日～7月22日 ①

8 廃棄物減量等推進審議会 ごみ対策課 5 8 6 2 3 2 平成26年7月1日 平成26年5月1日～5月16日 ①

9 地域公共交通会議 交通対策課 5 6 4 2 3 2 平成27年4月1日 平成27年3月1日～3月18日 ①

10 公民館企画実行委員の会議 公民館 30 30 18 12 18 12 平成26年7月21日 平成26年5月15日～6月13日 ④

合　　　計 61 87 56 31 34 25

長期計画審議会1 企画政策課 平成27年3月9日

附属機関等の名称 担当課

公募委員状況一覧（平成２６年度）

募集公
募人数

応募者数 採用者
委嘱年月日 公募期間 選考方法



第４２回市民参加推進会議
資料７

平成２７年１２月２２日

　意見提示
人数 件数

小金井平和の日条例（案） 広報秘書課 平成26年8月15日～平成26年9月16日 2 2 平成26年10月15日 一部修正 市

地域防災計画（修正案） 地域安全課 平成26年9月26日～平成26年10月27日 1 3 平成26年12月1日 修正等なし 附属機関等

改訂・環境基本計画（原案） 環境政策課 平成26年10月27日～平成26年11月27日 12 64 平成27年1月26日 一部修正 市

地球温暖化対策地域推進計画
【改訂版】（案）

環境政策課 平成26年12月22日～平成27年1月22日 4 13 平成27年3月2日 一部修正 市

アスベスト飛散防止条例施行
規則（案）

環境政策課 平成26年8月15日～平成26年9月16日 0 0 平成27年10月14日 修正等なし 市

一般廃棄物処理基本計画
（案）

ごみ対策課 平成26年12月19日～平成27年1月19日 10 81 平成27年3月1日 一部修正 市

福祉会館建設計画（案） 地域福祉課 平成26年12月15日～平成27年1月19日 66 148 平成27年2月16日 一部修正 市

第４期障害福祉計画（案） 自立生活支援課 平成26年12月15日～平成27年1月15日 4 4 平成27年2月15日 修正等なし 附属機関等

児童発達支援センター条例の
一部を改正する条例（案）

自立生活支援課 平成27年1月6日～平成27年2月6日 1 4 平成27年3月1日 修正等なし 市

指定介護予防支援等の事業の
人員及び運営並びに指定介護
予防支援等に係る介護予防の
ための効果的な支援の方法に
関する基準を定める条例（素
案）

介護福祉課 平成26年8月1日～平成26年9月1日 1 1 平成26年10月1日 修正等なし 市

同上

同上

市内在住・在勤・在学の者、市内
に事務所や事業所を有する法人又
はその他の団体

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

パブリックコメント実施状況調査（平成２６年度）

施策の名称 担当課 公募期間 意見提示できる者
実施主体(市または

附属機関等)
検討結果検討結果公表日

1



　意見提示
人数 件数

施策の名称 担当課 公募期間 意見提示できる者
実施主体(市または

附属機関等)
検討結果検討結果公表日

地域包括支援センターが包括
的支援事業を実施するために
必要な基準を定める条例（素
案）

介護福祉課 平成26年8月1日～平成26年9月1日 0 0 平成26年10月1日 修正等なし 市

第６期介護保険・高齢者保健
福祉総合事業計画（素案）

介護福祉課 平成26年12月15日～平成27年1月15日 2 3 平成27年2月16日 修正等なし 市

第６期介護保険・高齢者保健
福祉総合事業計画【介護保険
事業計画部分】（素案）

介護福祉課 平成27年1月29日～平成27年2月5日 0 0 平成27年3月9日 修正等なし 市

新型インフルエンザ等対策行
動計画（案）

健康課 平成27年1月5日～平成27年2月5日 0 0 平成27年3月27日 修正等なし 市

子ども・子育て支援新制度に
係る各種基準条例（案）

子育て支援課平成26年6月26日～平成26年7月25日 185 312 平成26年9月8日 修正等なし 市

のびゆくこどもプラン 小金
井（仮）素案

子育て支援課平成27年2月2日～平成27年3月2日 7 20 平成27年3月25日 修正等なし 市

特定教育・保施設及び地域型
事業の運営に関する基準
（案）

保育課 平成26年6月26日～平成26年7月25日 95 107 平成26年9月22日 修正等なし 市

家庭的保育事業等の設備及び
運営に関する基準（案）

保育課 平成26年6月26日～平成26年7月25日 69 80 平成26年9月22日 修正等なし 市

保育の必要性の認定に関する
基準（案）

保育課 　平成26年8月11日～平成26年9月10日 11 18 平成26年9月30日 修正等なし 市

放課後児童健全育成事業の設
備及び運営に関する基準
（案）

児童青少年課 平成26年6月26日～平成26年7月25日 20 125 平成26年9月8日 修正等なし 市

新小金井駅バリアフリー化計
画（案）

まちづくり推進課 平成26年4月15日～平成26年5月16日 4 16 平成26年6月25日 修正等なし 附属機関等

いじめ防止基本方針(案) 指導室 平成26年9月16日～平成26年10月15日 0 0 平成26年12月1日 修正等なし 教育委員会

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

市内在住・在勤・在学の者

同上

市内在住・在勤・在学の者、市内
に事務所や事業所を有する法人又
はその他の団体

同上

同上

2
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第４２回市民参加推進会議
資料９

平成２７年１２月２２日

【例年調査しているもの】【例年調査しているもの】【例年調査しているもの】【例年調査しているもの】

資　料　名 内　　容 対　象 調査時点
提出

した回

1
市民参加条例対象附属機関等

設置状況

①附属機関等の名称、②担当課、③根拠規
定、④定数、⑤年代別委員数、⑥男女比、⑦
任期数、⑧公募状況(募集人数、採用人数等)

小金井市 4月1日
第34回
第41回

2 公募委員状況一覧
①前年度に公募を行った附属機関等の名称、
②公募期間、③募集人数、④応募人数、⑤採
用人数、⑥男女比等

小金井市 4月1日
第34回
第41回

3 パブリックコメント実施状況
①前年度にパブリックコメントを行った施策
の名称、②公募期間、③意見提示人数・件
数、④検討結果等

小金井市 4月1日
第34回
第41回

【個別に調査したもの】【個別に調査したもの】【個別に調査したもの】【個別に調査したもの】

資　料　名 内　　容 対　象 調査時点
提出

した回

1
附属機関等に公募委員を設置し

ない理由について

①根拠条例等、②主な審議内容、③委員定
数、④公開・非公開の別、⑤公募委員を設置
しない理由

小金井市 26年1月29日 第36回

2
各市での異世代交流支援事例に

ついて
①主な対象世代、②交流の内容、③実施年
月、④活動場所、⑤実施主体

近隣8市 ※各市ごと 第36回

3
意見・提案シート導入状況

（平成２６年度）

①導入状況、②導入の経緯について、③他に
傍聴者の意見を聴く方法、④（導入している
場合のみ）平成２６年度の『意見・提案シー
ト』提出件数、⑤（導入している場合のみ）
意見の取扱方法

小金井市 27年5月1日 第41回

第５期市民参加推進会議　資料集第５期市民参加推進会議　資料集第５期市民参加推進会議　資料集第５期市民参加推進会議　資料集



                                     資料１１ 

第４２回市民参加推進会議              平成２７年１２月２２日                                       

－ 1 － 

 

 

小金井市市民参加条例の手引（改正分）    

    

第６章第６章第６章第６章    市民投票市民投票市民投票市民投票    

 
 

 （市民投票）（市民投票）（市民投票）（市民投票）    

第１６条第１６条第１６条第１６条    市は、市政に関する市民投票を行うことができる。市は、市政に関する市民投票を行うことができる。市は、市政に関する市民投票を行うことができる。市は、市政に関する市民投票を行うことができる。    
 

 

【趣旨】【趣旨】【趣旨】【趣旨】    

  市民参加の手続の一つとして、市民投票制度を設定するものです。 

 

【説明】【説明】【説明】【説明】    

 １ 市民投票の制度には、個別の事案が出てきた段階で、その都度議会の議決を得

て条例を制定し実施する「個別設置型」と、対象事項や投票資格者、市民投票の

実施期日など、市民投票に関するルールをあらかじめ設けておき、それに基づい

て実施する「常設型」に大別できます。 

   本市の場合は、平成２１年３月の第２回小金井市議会臨時会において小金井市

市民参加条例の改正案が議員提案され、全会一致で可決されたことにより「常設

型」の市民投票制度が創設されています。 

 ２ 市民投票制度は、多様な市民の意見を市政にいかす市民本位の市政運営を円滑

に進めるための一手法であり、地方自治の基本である間接民主制を補完するため

の制度として位置づけられています。しかし、市民投票は、その社会的、政治的

影響の大きさからして、特に重要な政策で、かつ、市民の間又は市民、議会もし

くは市長の間に重大な意見の相違があり、市民の意見を直接問う必要があると認

められる場合についてのみ実施されるべきものです。 

   したがって、制度運用に当たっては、目的、意義、効果、費用などを考慮した

上で、市民参加の手続における最終的な手段として活用されるべきであり、他の

市民参加手続に比べ、格段に対象事案の重要度が高いものに限定される必要があ

ります。 

 ３ 市民投票は、市長が執行することとしていますが、市民投票の管理及び執行に

関する事務を小金井市選挙管理委員会に委任するものとします。選挙管理委員会

は、市長から独立した行政委員会で、投票や開票に関する事務についてのノウハ

ウを有しています。併せて中立性や効率性の観点からも、市民投票の実務につい

ては、市長から選挙管理委員会に委任することとします。 

 

【【【【関係規則関係規則関係規則関係規則】】】】    

  規則第２条、規則第３条 

 

 



－ 2 － 

 

 
 （投票資格者）投票資格者）投票資格者）投票資格者）    

第１７条第１７条第１７条第１７条    市民投票の投票権を有する者（以下「投票資格者」という。）は、次の各市民投票の投票権を有する者（以下「投票資格者」という。）は、次の各市民投票の投票権を有する者（以下「投票資格者」という。）は、次の各市民投票の投票権を有する者（以下「投票資格者」という。）は、次の各

号のいずれかに該当する者であって、規則で定めるところにより作成する投票資号のいずれかに該当する者であって、規則で定めるところにより作成する投票資号のいずれかに該当する者であって、規則で定めるところにより作成する投票資号のいずれかに該当する者であって、規則で定めるところにより作成する投票資

格者名簿に登録されているものとする。格者名簿に登録されているものとする。格者名簿に登録されているものとする。格者名簿に登録されているものとする。    

    ⑴⑴⑴⑴    年齢満年齢満年齢満年齢満１８１８１８１８年以上の日本国籍を有する者で、その者に係る市の住民票が作成年以上の日本国籍を有する者で、その者に係る市の住民票が作成年以上の日本国籍を有する者で、その者に係る市の住民票が作成年以上の日本国籍を有する者で、その者に係る市の住民票が作成

された日（市に住所を移した者で住民基本台帳法（昭和された日（市に住所を移した者で住民基本台帳法（昭和された日（市に住所を移した者で住民基本台帳法（昭和された日（市に住所を移した者で住民基本台帳法（昭和４２４２４２４２年法律第年法律第年法律第年法律第８１８１８１８１号）号）号）号）

第第第第２２２２２２２２条の規定により届出をしたものについては，当該届出をした日）から引条の規定により届出をしたものについては，当該届出をした日）から引条の規定により届出をしたものについては，当該届出をした日）から引条の規定により届出をしたものについては，当該届出をした日）から引

き続きき続きき続きき続き３３３３か月以上市の住民基本台帳に記録されているものか月以上市の住民基本台帳に記録されているものか月以上市の住民基本台帳に記録されているものか月以上市の住民基本台帳に記録されているもの    

    ⑵⑵⑵⑵    年齢満年齢満年齢満年齢満１８１８１８１８年以上の永住外国人で、外国人登録法（昭和年以上の永住外国人で、外国人登録法（昭和年以上の永住外国人で、外国人登録法（昭和年以上の永住外国人で、外国人登録法（昭和２２２２７７７７年法律第年法律第年法律第年法律第１２５１２５１２５１２５

号）第４条第１項に規定する外国人登録原票に登録されている居住地が市の区号）第４条第１項に規定する外国人登録原票に登録されている居住地が市の区号）第４条第１項に規定する外国人登録原票に登録されている居住地が市の区号）第４条第１項に規定する外国人登録原票に登録されている居住地が市の区

域内にあり、かつ、同項の登録の日（同法第８条第１項の申請に基づく同条第域内にあり、かつ、同項の登録の日（同法第８条第１項の申請に基づく同条第域内にあり、かつ、同項の登録の日（同法第８条第１項の申請に基づく同条第域内にあり、かつ、同項の登録の日（同法第８条第１項の申請に基づく同条第

６項の規定による市の区域内への居住地変更の登録を受けた場合には、当該申６項の規定による市の区域内への居住地変更の登録を受けた場合には、当該申６項の規定による市の区域内への居住地変更の登録を受けた場合には、当該申６項の規定による市の区域内への居住地変更の登録を受けた場合には、当該申

請の日）から引き続き３か月以上経過しているもの請の日）から引き続き３か月以上経過しているもの請の日）から引き続き３か月以上経過しているもの請の日）から引き続き３か月以上経過しているもの    

２２２２    前項第前項第前項第前項第２２２２号の永住外国人とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。号の永住外国人とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。号の永住外国人とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。号の永住外国人とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。    

    ⑴⑴⑴⑴    出入国管理及び難民認定法（昭和出入国管理及び難民認定法（昭和出入国管理及び難民認定法（昭和出入国管理及び難民認定法（昭和２６２６２６２６年政令第年政令第年政令第年政令第３１９３１９３１９３１９号）別表第２の上欄の号）別表第２の上欄の号）別表第２の上欄の号）別表第２の上欄の

永住者の在留資格をもって在留する者永住者の在留資格をもって在留する者永住者の在留資格をもって在留する者永住者の在留資格をもって在留する者    

    ⑵⑵⑵⑵    日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関すの出入国管理に関すの出入国管理に関すの出入国管理に関す

る特例法（平成る特例法（平成る特例法（平成る特例法（平成３３３３年法律第年法律第年法律第年法律第７１７１７１７１号）に定める特別永住者号）に定める特別永住者号）に定める特別永住者号）に定める特別永住者    
 

 

【趣旨】【趣旨】【趣旨】【趣旨】    

  本条は、市民投票の投票資格者の年齢や市内在住、外国籍市民の要件について規

定しています。 

    

【説明】【説明】【説明】【説明】    

 １ 市民投票は、市民の福祉に重大な影響を与える可能性のある事案が対象となる

ことから、公職選挙法に規定する選挙権を有していなくても、できる限り幅広い

市民が投票に参加できることが望ましいと考えられます。このため、未成年者に

ついても投票資格者に含めることとします。しかし、未成年者については、事理

を弁識する能力や、投票資格者になることによって、投票運動などで受ける精神

的影響などを考慮する必要もあり、あまり低い年齢では適切でないと考え、年齢

要件については満１８歳以上としています。 

 ２ 永住外国人は、相当期間、日本で生活していることから、日本の社会生活や文

化、政治制度を踏まえ、居住地の市民投票に付す事項の内容等につき、自らの意

思を表明するため、投票に参加できることが望ましいと考え、投票資格者として

います。 

 ３ 地方自治法第１８条及び公職選挙法第９条において、選挙権に「３か月以上」

の住所要件を設けたのは、その団体の住民として選挙に参加するためには、少な

くとも一定期間そこに住み、地縁的関係も深く、かつ、ある程度団体内の事情に

も通じていることが必要であると考えられたからです。本市制度においても、こ

の考えに準じて市内における在住の要件を「３か月以上」としています。 

 ４ 満１８歳及び満１９歳の者並びに永住外国人については、公職選挙法の適用が

ないため、同法の規定による犯罪等による失権者の確認ができません。満１８歳
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及び満１９歳の者並びに永住外国人に係る失権者の確認ができない以上、満２０

歳以上の日本国籍を有する者についてのみ犯罪等による失権者を適用し、投票資

格者名簿から削除することは、公平性を欠く取扱いとなるため、必要な資格要件

を満たす者は、全員投票資格者名簿に登録することとします。 

   ただし、成年被後見人については、事理を弁識する能力を欠くという理由から、

公職選挙法第１１条第１項に準じて、市民投票の投票権を有しないこととします。 

 

【【【【関係規則関係規則関係規則関係規則】】】】    

  規則第４条、規則第５条、規則第６条、規則第７条、規則第８条、規則第９条、

規則第１０条 
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    （市民からの請求による市民投票）（市民からの請求による市民投票）（市民からの請求による市民投票）（市民からの請求による市民投票）    

第第第第１８１８１８１８条条条条    投票資格者は、規則で定めるところにより、その総数の投票資格者は、規則で定めるところにより、その総数の投票資格者は、規則で定めるところにより、その総数の投票資格者は、規則で定めるところにより、その総数の１００１００１００１００分の分の分の分の１３１３１３１３

以上の者の連署をもって、その代表者から、市長に対して、市政の重要事項につ以上の者の連署をもって、その代表者から、市長に対して、市政の重要事項につ以上の者の連署をもって、その代表者から、市長に対して、市政の重要事項につ以上の者の連署をもって、その代表者から、市長に対して、市政の重要事項につ

いて市民投票を実施することを請求することができる。いて市民投票を実施することを請求することができる。いて市民投票を実施することを請求することができる。いて市民投票を実施することを請求することができる。    

２２２２    前項の請求を行おうとする者は、規則で定めるところにより、市民投票の形式前項の請求を行おうとする者は、規則で定めるところにより、市民投票の形式前項の請求を行おうとする者は、規則で定めるところにより、市民投票の形式前項の請求を行おうとする者は、規則で定めるところにより、市民投票の形式

等市民投票の実施に必要な事項を請求書に明記しなければならない。等市民投票の実施に必要な事項を請求書に明記しなければならない。等市民投票の実施に必要な事項を請求書に明記しなければならない。等市民投票の実施に必要な事項を請求書に明記しなければならない。    

３３３３    市長は、第市長は、第市長は、第市長は、第１１１１項の規定による請求があったときは、市民投票を実施しなければ項の規定による請求があったときは、市民投票を実施しなければ項の規定による請求があったときは、市民投票を実施しなければ項の規定による請求があったときは、市民投票を実施しなければ

ならない。ただし、市政の重要事項であっても、法令の規定により市民投票を行ならない。ただし、市政の重要事項であっても、法令の規定により市民投票を行ならない。ただし、市政の重要事項であっても、法令の規定により市民投票を行ならない。ただし、市政の重要事項であっても、法令の規定により市民投票を行

うこととされている事項である場合、税率、分担金、使用料、手数料等の額に関うこととされている事項である場合、税率、分担金、使用料、手数料等の額に関うこととされている事項である場合、税率、分担金、使用料、手数料等の額に関うこととされている事項である場合、税率、分担金、使用料、手数料等の額に関

する事項である場合又は特定の地域に廃棄物処理施設等の嫌悪施設を立地させるする事項である場合又は特定の地域に廃棄物処理施設等の嫌悪施設を立地させるする事項である場合又は特定の地域に廃棄物処理施設等の嫌悪施設を立地させるする事項である場合又は特定の地域に廃棄物処理施設等の嫌悪施設を立地させる

事項である場合は、市民投票を実施しないことができる。事項である場合は、市民投票を実施しないことができる。事項である場合は、市民投票を実施しないことができる。事項である場合は、市民投票を実施しないことができる。    

４４４４    市長は、前項の規定により行う市民投票の実施に要する経費を、他の経費とは市長は、前項の規定により行う市民投票の実施に要する経費を、他の経費とは市長は、前項の規定により行う市民投票の実施に要する経費を、他の経費とは市長は、前項の規定により行う市民投票の実施に要する経費を、他の経費とは

区別して、独立した補正予算とした議案を市議会に提出するものとする。区別して、独立した補正予算とした議案を市議会に提出するものとする。区別して、独立した補正予算とした議案を市議会に提出するものとする。区別して、独立した補正予算とした議案を市議会に提出するものとする。    

５５５５    市議会は、第３項の規定により行われる市市議会は、第３項の規定により行われる市市議会は、第３項の規定により行われる市市議会は、第３項の規定により行われる市民投票の円滑な実施に協力するもの民投票の円滑な実施に協力するもの民投票の円滑な実施に協力するもの民投票の円滑な実施に協力するもの

とする。とする。とする。とする。    

６６６６    第１項において、市民投票の実施を求める投票資格者は、地方自治法の条例の第１項において、市民投票の実施を求める投票資格者は、地方自治法の条例の第１項において、市民投票の実施を求める投票資格者は、地方自治法の条例の第１項において、市民投票の実施を求める投票資格者は、地方自治法の条例の

制定又は改廃の請求に関する規定の例により、市長に対し、署名簿を提出するも制定又は改廃の請求に関する規定の例により、市長に対し、署名簿を提出するも制定又は改廃の請求に関する規定の例により、市長に対し、署名簿を提出するも制定又は改廃の請求に関する規定の例により、市長に対し、署名簿を提出するも

のとする。のとする。のとする。のとする。    
 

 

【趣旨】【趣旨】【趣旨】【趣旨】    

  本条では、市民投票は、市民からの請求によることとした上で、市民投票の対象

事項、適用除外事項、経費の取扱い及び市議会の協力について規定しています。 

    

【説明】【説明】【説明】【説明】    

 １ 市民投票の請求に必要な署名者数については、他の自治体の事例や本市におけ

る過去の直接請求等の署名の実績などを参考としています。実際に署名収集が可

能な数であり、また、請求の乱発防止という点も十分に考慮し、投票資格者総数

の１００分の１３以上としています。 

   また、市民投票の請求は市民からの請求のみを規定しており、他の自治体で採

用されている議会からの請求や市長からの発議は規定していません。             

 ２ 市民投票制度は、直接市民に意思を確認し、その結果を踏まえ市長や議会が意

思決定を行っていくことを目的とした制度であるので、投票結果に様々な解釈の

余地が生じないように、市民投票の請求に当たっては、二者択一で、原則として

賛成又は反対を問う形式により行わなければならないとしています。 

 ３ 市民投票の対象となる「市政の重要事項」とは、市民投票制度の趣旨から「市

全体に重大な影響を及ぼす事案で、直接市民にその賛否を問う必要が特にあると

認められるもの」といえます。したがって、対象事案は、地域社会の状況を踏ま

え、個々に判断されるものであり、あらかじめ確定的に定めることは困難です。 

   そのため、第１項の規定による請求があったときは、市民投票を実施しなけれ

ばならないとした上で、市民投票の対象事項から除外するものについて列挙する

ネガティブ・リスト方式を採用しています。 
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  ⑴ 法令の規定により市民投票を行うこととされている事項 

    既に法律上で住民投票を行うことができる制度が確立されている事項につい

ては、法令の規定に基づいて住民投票を実施することが適当であるため、適用

除外としています。 

  （具体例） 

   ・ 「市町村の合併の特例等に関する法律」に基づく合併協議会設置協議を求

める住民投票 

   ・ 議会の解散、議員の解職、市長の解職等を求める住民投票 

  ⑵ 税率、分担金、使用料、手数料等の額に関する事項 

   地方自治法に規定する直接請求において、「地方税の賦課徴収並びに分担金、

使用料及び手数料」が対象外とされていることを踏まえ、適用除外としていま

す。なお、地方自治法において、税率、分担金、使用料、手数料等の額に関す

る事項については、市民の負担が軽くなることのみをもって誰からも賛成が得

られやすいものであり、その結果が当該地方公共団体の財政に与える影響につ

いて十分検討されないまま容易に請求が成立する可能性があるため適用除外と

しているものです。 

  （具体例） 

   ・ 市民税の税率引下げ 

   ・ 公共施設の使用料の引下げ 

  ⑶ 特定の地域に廃棄物処理施設等の嫌悪施設を立地させる事項 

    市民投票は、全市域の市民を対象として実施されるものであることから、そ

の影響が、特定の地域に限られるような嫌悪施設に係る事項については、適用

除外としています。その理由の一つとしては、特定の地域について市民投票を

実施した場合、直接的な利害に関わらない多数の市民の意見が少数の意見を封

じ込めるような不合理を避けるためです。 

    なお、嫌悪施設とは、施設に対しての必要性は認識するものの、自分たちの

地域には建設して欲しくないとする感情を持つ施設をいいます。 

  （具体例） 

   ・ 可燃ごみ処理施設 

 ４ 市長は、市民投票の請求があったときは、市民投票を実施しなければなりませ

ん。したがって、その財源的裏付けとなる予算について、自らの権限に基づき提

案し、議会は市民投票の円滑な実施に協力するものとしています。 

    

【【【【関係規則関係規則関係規則関係規則】】】】    

  規則第１１条、規則第１２条、規則第１３条、規則第１４条、規則第１５条、規

則第１６条、規則第１７条、規則第１８条、規則第１９条、規則第２０条 
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    （市民投票の期日）（市民投票の期日）（市民投票の期日）（市民投票の期日）    

第１９条第１９条第１９条第１９条    市長は、前条第３項の規定により市民投票を実施するときは、直ちにそ市長は、前条第３項の規定により市民投票を実施するときは、直ちにそ市長は、前条第３項の規定により市民投票を実施するときは、直ちにそ市長は、前条第３項の規定により市民投票を実施するときは、直ちにそ

の旨を告示しなければならない。の旨を告示しなければならない。の旨を告示しなければならない。の旨を告示しなければならない。    

２２２２    市長は、前項の規定による告示の日から起算して９０日を超えない範囲内にお市長は、前項の規定による告示の日から起算して９０日を超えない範囲内にお市長は、前項の規定による告示の日から起算して９０日を超えない範囲内にお市長は、前項の規定による告示の日から起算して９０日を超えない範囲内にお

いて市民投票の期日を定め、市民投票を実施するものとする。いて市民投票の期日を定め、市民投票を実施するものとする。いて市民投票の期日を定め、市民投票を実施するものとする。いて市民投票の期日を定め、市民投票を実施するものとする。    
 

 

【趣旨】【趣旨】【趣旨】【趣旨】    

  本条は、市民投票の期日について規定しています。 

 

【説明】【説明】【説明】【説明】    

 １ 市民投票を実施する場合は、その旨の告示を行うとともに、確実に市民投票を

実施するために、投票や開票に関する事務的な準備作業に要する期間や、投票運

動が行われるために必要な期間を考慮し、告示の日から起算して９０日を超えな

い範囲内において投票日を設定することとしています。 

 ２ 他の選挙との同日実施については、投票率の向上や経費の節減等のメリットが

考えられるとの意見もありますが、市民投票の投票資格者には未成年者や永住外

国人の方も含まれ、運用上は投票所を別々に設置する必要があります。しかし、

このことが、未成年者や永住外国人の方のプライバシーを侵害するおそれがある

ことに加え、他の選挙における候補者の公約や論点が市民投票の争点と重なった

場合において、市民投票の投票運動と当該選挙の選挙運動の区分が困難となり、

投票運動のつもりで行った行為が選挙運動と認定され、公職選挙法違反に問われ

るおそれも考えられることから、投票運動に参加される市民を保護するという観

点からも他の選挙との同日実施は、避けるべきと考えられます。 

    

【【【【関係規則関係規則関係規則関係規則】】】】    

  規則第２１条、規則第２２条 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



－ 7 － 

 

    

    （情報の提供）（情報の提供）（情報の提供）（情報の提供）    

第２０条第２０条第２０条第２０条    市長は、市民投票を実施するときは、当該市民投票に係る市政の重要事市長は、市民投票を実施するときは、当該市民投票に係る市政の重要事市長は、市民投票を実施するときは、当該市民投票に係る市政の重要事市長は、市民投票を実施するときは、当該市民投票に係る市政の重要事

項に関する情報を、市民に対して提供するものとする。項に関する情報を、市民に対して提供するものとする。項に関する情報を、市民に対して提供するものとする。項に関する情報を、市民に対して提供するものとする。    

２２２２    市長は、前項に規定する情報の提供に当たっては、事案についての中立性を保市長は、前項に規定する情報の提供に当たっては、事案についての中立性を保市長は、前項に規定する情報の提供に当たっては、事案についての中立性を保市長は、前項に規定する情報の提供に当たっては、事案についての中立性を保

持しなければならない。持しなければならない。持しなければならない。持しなければならない。    
 

 

【趣旨】【趣旨】【趣旨】【趣旨】    

  市長は、市民投票を実施する場合に、当該市民投票の対象事案に関する情報を市

民に提供することを規定しています。 

  なお、その場合市は、事案についての中立性を保持しなければなりません。 

 

【説明】【説明】【説明】【説明】    

  市長は、市の情報を管理するという立場において、市民に対する情報提供という

点で大きな役割を果たすものと考えられることから、公平性や中立性に十分配慮し

つつ、市報やホームページ等により市民投票の対象事案に関して、市民が判断を行

うために必要な情報を公開する責務があります。 

  また、必要に応じて公開討論会等の情報提供のための施策を行うことも想定して

います。 

      

【【【【関係規則関係規則関係規則関係規則】】】】    

  規則第２３条 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



－ 8 － 

 

    

    （請求の制限）（請求の制限）（請求の制限）（請求の制限）    

第２１条第２１条第２１条第２１条    この条例による市民投票が実施された場合には、市民投票の期日から２この条例による市民投票が実施された場合には、市民投票の期日から２この条例による市民投票が実施された場合には、市民投票の期日から２この条例による市民投票が実施された場合には、市民投票の期日から２

年間は、同一の事項又は当該事項と同旨の事項について、第１８条第１項の規定年間は、同一の事項又は当該事項と同旨の事項について、第１８条第１項の規定年間は、同一の事項又は当該事項と同旨の事項について、第１８条第１項の規定年間は、同一の事項又は当該事項と同旨の事項について、第１８条第１項の規定

による請求を行うことができない。による請求を行うことができない。による請求を行うことができない。による請求を行うことができない。    
 

 

【趣旨】【趣旨】【趣旨】【趣旨】    

  本条は、市民投票の請求に関する制限について規定しています。 

  本条例による市民投票を実施した場合は、当該市民投票の期日から２年間は、同

一の事項又は同旨の事項について、市民投票の請求を行うことはできません。 

 

【説明】【説明】【説明】【説明】    

  市民投票を実施した場合、よほどの状況の変化がない限り短期間で市民の総意が

変化するとは考えにくいことです。また、短期間に市民投票が繰り返されると市の

財政に過大な負担が生じます。 

  一方で、同一の事案について再度の市民投票を認めないとすると、その後の社会

情勢の変化に対応できないことになります。結果の安定を図りながら社会情勢の変

化にも対応できるようにするためには、２年間程度の制限期間を設けることが適当

と考えます。 

  また、新たに重大な事柄が発生する等、新たな局面を迎えた場合には、市議会や

市長が初回の市民投票の結果も含めた市民の意向を酌み取りつつ対応するのが基

本であり、短絡的に市民投票という手段を用いるものではありません。 

  しかし、近年の社会変化による環境問題や個人情報問題等に見られるように、比

較的短期間で住民の意向が変化することも考えられます。したがって、間接民主主

義の原則と初回の市民投票の結果を尊重し、制限期間を２年間とすることが妥当で

あるといえます。 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



－ 9 － 

 

    

    （投票結果の尊重）（投票結果の尊重）（投票結果の尊重）（投票結果の尊重）    

第２２条第２２条第２２条第２２条    市民投票の結果において、選択肢のいずれかが投票資格者総数の３分の市民投票の結果において、選択肢のいずれかが投票資格者総数の３分の市民投票の結果において、選択肢のいずれかが投票資格者総数の３分の市民投票の結果において、選択肢のいずれかが投票資格者総数の３分の

１以上の者により選択されたときは、市長及び市議会は、当該結果を尊重しなけ１以上の者により選択されたときは、市長及び市議会は、当該結果を尊重しなけ１以上の者により選択されたときは、市長及び市議会は、当該結果を尊重しなけ１以上の者により選択されたときは、市長及び市議会は、当該結果を尊重しなけ

ればならない。ればならない。ればならない。ればならない。    
 

 

【趣旨】【趣旨】【趣旨】【趣旨】    

  市長及び市議会は、市民投票の結果について尊重しなければなりません。 

 

【説明】【説明】【説明】【説明】    

 １ 市民投票は市民への諮問的な性格を持つもので、その結果はあくまでもこれを

「尊重」するにとどまるものであって、市長及び市議会の権限に対し、法的拘束

力を有するものではないことに留意する必要があります。 

 ２ 市民投票の結果がそのまま市の決定となるものではありませんが、選択肢のい

ずれかが投票資格者総数の３分の１以上に達していれば、市長及び市議会は、当

該結果を尊重しなければなりません。 

       

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



－ 10 － 

 

    

    （規則への委任）（規則への委任）（規則への委任）（規則への委任）    

第２３条第２３条第２３条第２３条    この条例に定めるもののほか、市民投票に関し必要な事項は、規則で定この条例に定めるもののほか、市民投票に関し必要な事項は、規則で定この条例に定めるもののほか、市民投票に関し必要な事項は、規則で定この条例に定めるもののほか、市民投票に関し必要な事項は、規則で定

める。める。める。める。    
 

 

【趣旨】【趣旨】【趣旨】【趣旨】    

  本条は、規則への委任規定です。この規定に基づき、市民投票に必要な事項を小

金井市市民投票規則で規定しています。 

 

【説明】【説明】【説明】【説明】    

        本規定に基づき「小金井市市民投票規則」を定めています。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



                                   資料１２ 

第４２回市民参加推進会議            平成２７年１２月２２日 

第５期市民参加推進会議委員の意見等 

 

 

 第６期市民参加推進会議への意見等をいただきましたので、以下のとおりご

紹介させていただきます。 

 

●市民参加推進会議（第４０回）（平成２７年３月２７日（金）開催） 

・市民参加条例の最新版の手引書等を含めた資料が必要である。 

・例えば協働推進を小金井でも進めるためにどうしたらいいのかとういうこと

も重要な課題ではないかなと思う。 

・議事録をとること、合意をとることというルールの基本がしっかり確立され

ていないところがあるので、それを共有し学ぶことができたらいいかなと思う。 

・合意形成のルールづくりは、何か特定のことを進めながら、そこで実質的な

方向に向かってやっていくほうがよいと思う。 

・提言の内容を実施する際には商工会議所や農協等に所属している、ここで長

く生活するような人に関わってもらいたい。 

・（上の意見に対し）ＪＣや農協の団体の人は、他の附属機関等にも参加してい

るので委員ではなく懇談会等で意見の交換をしたりしたほうがよい。 

・無作為抽出で選出された委員のような市民が参加できるような場の作り方、

仕掛けを担保していきたい。 

・「意見・提案シート」で出された意見を引き継ぎ事項に入れたい。 

・可能性としては市民参加を促進するための具体的な企画やイベントにこの会

議が実際に関与していくということ。先ほどのワークショップなどを実際にこ

こが運営するとか、そういった形でもう少し実質の部分に踏み込んでいくとい

う方向性があるかなと思っているが、時間的にも経済的にも多分かなり制約が

大きいので、悩ましいところだなと思う。 

・市民参加条例がきちんと運用できているかどうかを議題にできるような状態

にしてほしい。 

 

●市民参加推進会議（第４１回）（平成２７年５月２２日（金）開催） 

・第５期推進会議の提言の進捗状況について、第６期でも引き続き報告をして

ほしい。 

・「意見・提案シート」の附属機関等への設置をもっと進めてほしい。 

 


